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1. 本事業の概要



1-1. 本事業の概要
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本事業の背景・目的

• 観光産業のビジネス環境は、新型コロナウイルス感染症や人材マーケットの変容（人材流動性の高まり等）、昨今より本格化して
いるデジタルトランスフォーメーション（DX）の潮流などの影響によりこれまでとは大きく変化しており、観光関連企業にとって、経営戦
略の見直しは喫緊の課題となっている。

• このような環境下において、観光産業に必要な人材像は変化しており、地域における観光産業の実務人材確保・育成の在り方も、
共に変化を遂げていく必要がある。

• 観光先進国実現に向けた助走期間であるいま、この変化を乗り越えることのできる強い組織・人づくりを着実に進めるため、重要なリ
ソースとなる「人材」の多様化をさらに推し進め、地域の実情に応じた取組の在り方及び必要な人材像を再定義していく必要がある。

• これらの背景を踏まえ、各採択地域の新たな取組を支援するとともに、人材確保・育成に係るモデル事例を創出することを目的として、
本事業を実施した。
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「新たなビジネスモデルを多様な関係者と協働しながら構築していくことのできる人材」、
「ビジネスの変化にしなやかに対応することのできる姿勢を持った人材」へ
「ビジネス環境の変化の下、自ら学び続けることのできる人材」へ
「何ができるかを考え具現化し、自らの業務の生産性をより高めていくことのできる人材」へ

コロナ禍の影響等により消費者・働き手
の固定観念も変化し、サービスのデジタル
化、テレワークの普及等、デジタルによって
社会活動が不可逆的に変化している。

外出制限等の移動制限により、多くの産
業で供給ショックと需要ショックが併発。ビ
ジネスモデルの変化、産業構造の変化が
求められている。

副業兼業の推進やワーケーションの普及
等により、これまで都市部に抱え込まれて
いた専門性の高い人材が地域でも確保
できる環境へ変化している。また、ビジネ
ス環境の変化により、改めて人材多様性
のニーズが高まっている。

新型コロナウイルス感染症の
影響 人材マーケットの変化 デジタルトランスフォーメー

ション（DX）の推進

観光産業に必要な人材像、必要な人材育成の内容が変化してきている



PwC

• 先述の背景・目的を踏まえ、観光庁が公募の上採択した4地域（協議会等）がモデル事業を実施し、弊社はその側面支援等の
業務を行った。

• 事業開始当初には、各採択地域が最終的に目指すインパクトと今年度事業で各地域が計画した取組を紐づけ、長期的なアウトカ
ムを見据えて今年度何に取り組むかを明確にした。事業開始後は、4地域の取組が効果的かつ効率的に進むよう、毎月進捗を確
認するとともに、地域が取組を進める上で直面した課題を整理し、その解決のために工夫できるポイントについて助言する、研修を開
催するなどのサポートを行った。

• 事業後半には、各地域の取組モデルと観光産業におけるキャリアパス案をとりまとめ、その内容を成果報告会等で広く発信した。その
過程では、有識者による検討会を開催し、多角的な視点・知見を取り入れる形でとりまとめた。

①地域（協議会等）の
連絡調整を担う

事務局の設置及び運営

②自立・持続可能な
ノウハウの構築、

横展開

③検討会の実施

採択地域への
助言・指導

採択地域の取組

事業進捗状況の
監督

必要経費の
支払い

観光産業の潜在労働力の確保・定着における
課題解決に資する検討会

地域の課題
把握

対応策の
提示

業務内容 タスクの関連性

効果検証

各地域の取組モデルと観光産業に
おけるキャリアパス案をとりまとめ、そ
の内容を成果報告会等で広く発信

ご提言

事務局実施業務凡例

成果報告会等

各地域の
取組モデル

観光産業における
キャリアパス案

6

（次年度以降）
取組の継続

他地域への展開

本事業の実施内容
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• 先述の実施事項をスケジュールに落としたものは以下のとおりである。
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業務 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

①
地域の連絡調整
を担う事務局の
設置及び運営

②
自立・持続可能
なノウハウの構築、
横展開

③
検討会の実施

取組
方針
協議

地域実証PMO（進捗監督、伴走支援等）

確定検査

▼キックオフMtg

実証成果・課題抽出

課題分析

支援研修実施

キャリアパス実態調査

成果報告会集客

第1回 第2回 第3回

計画確定

成果報告会プログラム検討
モデル・キャリアパス案作成

成果報告会▼

▼4地域合同Mtg

中間検査

本事業の流れ



1-2. 採択地域の概要
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黒川温泉観光旅館協同組合の事業概要
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協議会名 黒川温泉観光旅館協同組合

事業目的 • 黒川クオリティを担保しつつ、インターンから採用へのフローを強化
• 社員のキャリアプランの多様化とスキルアップによる旅館運営の強化・効率化

主な推進者 黒川温泉旅館組合： 代表 音成高道／事務局長 北山元／研修部長 後藤麻友／事業部長 北里有紀
MAEDA LD OFFICE： 代表 前田優

主なターゲット ☑新卒学生 ☑女性 ☐シニア ☑就職氷河期世代 ※ただし、左記以外を含む入職希望者を対象に各種活動を実施

体制図

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋
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蓼科観光事業者向け「女性活躍」支援策事業化協議会の事業概要
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協議会名 蓼科観光事業者向け「女性活躍」支援策事業化協議会

事業目的 ママが安心して働き続けられるような文化と制度の構築

主な推進者 蓼科観光事業者向け「女性活躍」支援策事業化協議会： 代表 朝倉祐一／矢島麻優美（兼務）
休日子育てシェアハウス山ん家： 代表 矢島麻優美／半田晴奈／吉村紗恵

主なターゲット ☐新卒学生 ☑女性 ☐シニア ☑就職氷河期世代

体制図

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋
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湯田川温泉観光協会の事業概要
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協議会名 湯田川温泉観光協会

事業目的 • コアファンを通じたコミュニティの拡大
• 自身のスキルを活かして、自分に合った形で働く人材の確保

主な推進者 湯田川温泉観光協会： 会長 庄司 丈彦
NPOやまいろ： 代表 伊藤 卓朗

主なターゲット ☑新卒学生 ☐女性 ☐シニア ☑就職氷河期世代 ※ただし、左記以外を含む入職希望者を対象に各種活動を実施

体制図

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋
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湯田中渋温泉郷人材開発協議会の事業概要
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協議会名 湯田中渋温泉郷人材開発協議会

事業目的 就職氷河期世代を管理職候補として育成・採用し、経営の担い手を確保

主な推進者 湯田中渋温泉郷人材開発協議会： 代表 湯本孝之／石坂 大輔

主なターゲット ☑新卒学生 ☑女性 ☑シニア ☑就職氷河期世代 ※ただし、左記以外を含む入職希望者を対象に各種活動を実施

体制図

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋



2. 実施報告



2-1. 地域（協議会等）の連絡調整を担う事務局の設置及び運営



2-1-1. 採択地域（協議会等）の人材確保・育成の取組に対する支援
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採択地域（協議会等）の人材確保・育成の取組に対する支援の概要

• 事業開始時点で、各採択地域が最終的に目指すインパクトと今年度事業で各地域が計画した取組を紐づけ、長期的なアウトカム
を見据えて今年度何に取り組むかを明確にした。その上で、4地域の取組が効果的かつ効率的に進むよう、毎月進捗を確認するとと
もに、地域が取組を進める上で直面した課題を整理し、その解決のために工夫できるポイントについて助言するなどのサポートを行った。

• 4地域から要望の多かった、地域のPRとDXのテーマについて具体的な手法を提供するため、有識者による研修を実施した。
• 4地域の取組が進んだ年度後半からは、取組の効果検証と更なる課題解決のために工夫できるポイントを示すとともに、地域の取組

のポイントを分析し、ノウハウとしてまとめる事項を整理した。
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地域の
目指すべき姿

地域の現状

課題の
設定

各採択地域が
実施する取組 取組の効果

事業進捗状況の
確認・助言

事業進捗状況の確認、助言、研修などのサポート業務の実施アプローチ

ロジックモデルを用いた
整理

効果の検証・
課題等の整理

採択地域の
実施事項

事務局の
実施事項

モデル・キャリアパス案成果物 ロジックモデル

関連テーマに係る研修 ノウハウの構築及び
横展開

事業開始時点において、
各地域が目指すインパ
クトと各地域が計画し
た今年度の取組を紐づ
け、各取組の目的や
KPIとの関連を明確化

定期的に進捗状況や
課題を把握し、必要に
応じて助言を実施する
とともに、オンラインチャッ
ト等での個別相談を実
施

当社内外の講師陣に
よる、4地域の取組に
関連する、地域のPR
及びDXに係る研修を
実施

各取組のKPI達成状
況と目指すべき姿の達
成状況を検証し、更な
る課題解決のために工
夫できるポイントを提示
（※②と一体的に実施）

他地域の参考になるノ
ウハウとして、地域の取
組のモデルとキャリアパス
案を示し、成果報告会
を通じた横展開を実施
（※詳細は2-2.に記載）

取組に対する効果だけではなく、その背景にある課題から
整理することで、他の地域へのノウハウの横展開を促進

1 2 3 4 5
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ロジックモデルを用いた整理（事務局実施事項①）
黒川温泉観光旅館協同組合
黒川塾で育成した人材が、インターンの受け入れ研修や採用動画に参加するなどの人材確保にも寄与する流れを整理した。

17

アウトカムと大指標

a. マニュアル実施率
b. データ集約数

a. 満足度
b. インターン経由採

用者数
c. インターン参加者

数

a. 視聴者数
b. 新規応募者のうち

記事・動画認知
率

c. うち記事・動画経
由率

a. 参加旅館数
b. 応募者数
c. 動画・記事経由の

採用者数
d. 女性・短時間勤

務採用者数

a. 受講者数
b. 意識変容率

a. 受講者数
b. 講座修了率
c. 意識変容率

1 2 3 4 5 6

短期アウトカムアクティビティ 長期アウトカムアウトプット インパクト

インターンマニュア
ル作成

インターンマニュア
ル(1式)

受け入れ研修

インターン

採用動画制作

女性従業員紹介
記事の制作
短時間勤務体制
つくり・採用

動画本数(2本)

体制数(2種類)

実施回数(4回)

実施回数(1回)

記事数(2本)

インターン～採用
業務を仕組化

暮らし、働き、活
躍するイメージを
認知

女性・短時間勤
務者等の応募増

黒川の出身者が、
他業界を含めて
活躍し、地域経
済を活性化

女性・短時間勤
務者等の採用増

人
材
確
保

人
材
育
成

魅力的なイン
ターンに優秀な学
生が集まり、そのま
ま採用につながるインターン改善

1

2

3

4

第２期黒川塾 実施回数(6回)
クリエイティブなス
キルを習得 旅館運営への成

果貢献
後輩育成の循環リーダー育成

6

経営者研修 実施回数(1回) 経営者の意識・
行動が変化

女性・若者等が
働きやすい環境

6

5

※当該ロジックモデルは、本事業開始当初時点のものである。（以降同様）
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ロジックモデルを用いた整理（事務局実施事項①）
蓼科観光事業者向け「女性活躍」支援策事業化協議会
休日託児により女性が働きやすい仕組みを整備するとともに、働く女性の魅力発信や、職場環境についての意識調査を通じて人材確
保につなげていく流れを整理した。

18

アウトカムと大指標

a. 動画の視聴者数
b. 魅力だと感じるものの内容・数の変化
c. 魅力度合い

a. 女性が働くことについての認識の変化
b. 働きやすさの変化
c. 罪悪感の度合いの変化

a. 従業員と経営層の回答の相違
1 2 3

短期アウトカムアクティビティ 長期アウトカムアウトプット インパクト

人
材
確
保

人
材
育
成

意識調査

多くの女性が職場
で活躍することに
よって、多様な視
点からのサービスが
提供可能となり、
地域の経済が活
性化する

女性が働き、活躍
し続けられることが
当たり前となり、子
どものうちから宿泊
業・観光業に関
心を持つ者が増え
る

子ども目線の魅力
発信

休日託児

地域と学びのプロ
グラム

躍女広場

動画本数(１本)

稼働時間
(560時間)
稼働日数(70日)

実施回数(４回)

リーフレット
(6,000部)
実施回数(２回)

調査(6施設)

子どもとその親が
地域や職場の魅
力を再発見する

女性が働きやすい
文化・制度がつく
られ、働くママの罪
悪感が解消される

1

2

女性が働きやすい
環境について、従
業員と経営層の
意識ギャップが明
らかになる

3 女性が働きやすい
環境の下、女性
が意思決定の場
に参画して、女性
目線の観光商品
等を企画・実現
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ロジックモデルを用いた整理（事務局実施事項①）
湯田川温泉観光協会
ファンの獲得から人材確保につなげる流れや、個人の“得意”を活かして多様な人材が活躍できる環境整備の推進の流れについて整理
した。
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アウトカムと大指標

a. SNSフォロワー 2,000
件

b. サイト訪問者
3,000PV

a. ファンコミュニティ経由の
人材紹介者5名/イン
ターン参加者3名

a. ファンコミュニティ経由の
採用者3名

a. 地域内兼業制度の利
用希望者数10名

b. 制度利用者5名

a. 旅館従事者の充実度
向上(アンケート)

1 2 3 4 5

短期アウトカムアクティビティ 長期アウトカムアウトプット インパクト

人
材
確
保

人
材
育
成

魅力発信サイト

域外人材のイン
ターン

地域内兼業

教育ビデオ

体験型研修

好きな場所で好き
な人と、好きな仕
事を行える環境の
創出

地域の魅力が言
語化されて発信さ
れ、ファンが増える

コアファンを維持し
たまま、漏れ出す
ようにファンの範囲
を拡大し、人が人
を呼ぶコミュニティ
圏を確立

湯田川でやりたい
ことを見つけてもら
う

試験採用数(5名)

実施回数(10回)

旅館業とやりたい
ことの両方に取り
組んでもらう

地域愛着による
サービスを向上

地域内外から愛さ
れる旅館となり、
旅館業で働く者、
手伝う者等が連
携してやりたいこと
に取り組む

1

4

5

SNSファンコミュニ
ティの拡大

専門人材採用

ビデオ本数(2本)

ファンコミュニティ経
由で多様な人材
を確保

2

3

サイト構築(1式)

実施回数(3名)

イベント開催(数
回)、SNSフォロ
ワー数(2,000件)

試験採用数(3
名)
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ロジックモデルを用いた整理（事務局実施事項①）
湯田中渋温泉郷人材開発協議会
管理職クラスで即戦力として活躍できる人材のリカレントプログラムや従業員の個性を伸ばす制度を通じて、人材の確保・育成につなげ
ていく流れを整理した。
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アウトカムと大指標

a. HP訪問者数
b. 動画視聴者数
c. リカレント教育受講者数
d. 採用者数

a. プログラム参加者の満足度
b. 旅館側の満足度

a. 制度利用応募者数
b. 制度利用者数
c. 従業員のスキルの変化

a. リカレント教育受講者数
b. 管理職登用数

1 2 3 4

短期アウトカムアクティビティ 長期アウトカムアウトプット インパクト

教育プログラム

人
材
確
保

人
材
育
成

動画制作

HP制作

やりたいこと支援
制度

管理職登用

湯田中渋が、個
性を生かして働く
人材の集積地と
なり、あらゆる業
界に人材を輩出し
て経済を活性化
する

観光に関心のある
就職氷河期世代
に知識と実践の場
を提供

持続的にプログラ
ムを実施して多く
の人材を育成

効果的なプログラ
ムの在り方を検証

リカレント教育
(26講座)

宿での実践フォ
ローアップ
(2回)

動画本数(1本＆
講座動画)
HP(1式)

制度構築

リカレント教育
(26講座)

旅館を支える管
理職が、副業等
で自分の個性を
伸ばし、得意な領
域で活躍する

1

2

副業・複業を認め、
従業員の個性を
伸ばす

3

意欲と能力のある
者を管理職に登
用

4

就職氷河期世代
を即戦力として旅
館業の管理職に
採用

マネタイズ手法の
確立
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事業進捗状況の確認・助言、効果の検証・課題等の整理（事務局実施事項②・④）

• 毎月末、地域ごとにその月に実施した取組、進捗状況、課題について定例でヒアリングするとともに、各月のフェーズに応じて臨時的に
アジェンダを設定し、各地域の取組が効果的・効率的に進むよう、必要なサポートを行った。

• 加えて、事業の中間段階では、4地域及び事務局の合同ミーティングを開催した。地域間で取組内容や課題感、解決手法案等を
共有し合い、以降の事業運営につなげた。
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実施月
主なアジェンダ

事務局によるサポートの例
定例項目 臨時項目

7月

• 実施した取組
の確認

• 進捗状況の確
認

• 取り組む上での
課題の確認

• 取組概要、体制図、取組スケジュール、ロジック
モデルの確認 • 取組スケジュールの精緻化

8月 • 研修テーマの希望確認
• 経費のお支払いのタイミングの相談

• 新型コロナウイルス感染症の拡大等の不測の事態への
対応策の検討

9月 • 第1回検討会における地域の発表内容の確認 • 地域の取組における調査項目案の検討

10月

• 第1回検討会における発表資料の確認
• 事業費の入力に関する質問への回答

• 検討会で地域が発表する際のポイントの検討
• 事業費に関する相談対応

• 4地域及び事務局の合同ミーティングにて各地
域の取組や悩みを共有

• 4地域同士が取組内容や悩みを共有し合える場を設
定し、地域同士の関係づくり及びナレッジの共有を促進

11月 • 第1回検討会のコメントの振り返り
• 人材育成・キャリアパス事例の作成依頼

• 各地域の取組のモデルの明確化
• 目標達成に向けた取組の改善策の検討

12月 • 第2回検討会のコメントの振り返り • 目標達成に向けた取組の改善策の検討
• 効果検証の仕方の検討

1月 • 実施報告資料のフォーマットの説明 • 効果検証の仕方の検討
• 成果報告のとりまとめ方の検討

2月 • 成果報告会発表資料の確認 • 成果報告のとりまとめ方の検討
• 各地域の取組の仕組みの見える化
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関連テーマに係る研修の実施（事務局実施事項③）
➀PR研修

• 地域のPRを戦略的に実施するための具体的な手法を4地域に提供するため、これまで200以上の自治体や企業のSNSマーケティン
グやプロモーションを手がけてきた、株式会社ビヨンドの道越万由子氏による研修を実施した。

• SNS・WebマーケティングにおけるPDCAサイクルの重要性や、具体的な取組について講義を行うとともに、各地域のSNS・Webサイ
トへのフィードバック、参加者との質疑応答を行い理解を深めた。
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※研修資料は巻末別紙を参照

研修による成果

情報発信におけるPDCAサイクルの
重要性を理解し、特にCheckのプロ
セスにおける具体的な実施方法、
ツール等を紹介した
講師から各地域のSNSやWebサイト
へのフィードバックを行い、具体的な改
善の方向性を提言した
参加者からは、SNSやWebサイトの
コンテンツ、閲覧者とのコミュニケー
ション、外部メディアを活用した発信
方法等の質問があり、より具体的な
運用方法が明確になった

研修タイトル：
「withコロナ時代における最新のSNS・
WEBマーケティング戦略について」
講師：
株式会社ビヨンド
代表取締役 道越 万由子氏
実施日時：
令和3年10月28日 13:00-15:00
研修内容
1. SNSプロモーション ポイントと事例
2. 採用PR・WEBについて
3. 5G時代のオンライン施策

研修の概要背景と目的

人材の確保には求める人材像
に対して効果的に情報を発信す
ることが不可欠となっている
一方で体系的に情報発信の方
法論を学ぶ機会は限られており、
独学での取組となっているケース
が多い

SNS・Webマーケティングの理論
と実践を学ぶ研修を実施し、地
域の情報発信に生かしていただ
く
他地域の取組事例等から、自
地域の情報発信に関する課題
に気づき、改善のための取組を
明確にする



PwC

関連テーマに係る研修の実施（事務局実施事項③）
②DX研修

• DXによる新しい価値の創出や、業務改善のための具体的な手法を4地域に提供するため、デジタル領域における基盤構想・業務改
革、地域経済活性化支援などに従事する弊社職員による研修を実施した。

• 事後アンケートからも、DXで解決可能な観光客及び宿泊事業者の課題や具体的な取組内容について、理解が促進されたという結
果が得られた。
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※研修資料は巻末別紙を参照

研修による成果

先進的な取組事例等から、観光産
業におけるDXの重要性及び具体的
な導入イメージの理解を促進すること
ができた
観光客のカスタマージャーニーの考え
方を基に、デジタル技術を導入すべき
業務と解決すべき課題についての理
解を深めることができた
観光業でも利用可能な具体的なデ
ジタルサービスを紹介することで、DX
推進のための取組イメージを具体化
することができた

研修タイトル：
「観光業におけるDX研修」
講師：
PwCコンサルティング合同会社
マネージャー 内田 道孝
実施日時：
令和3年11月18日 13:00-15:00
研修内容
1. DXを推進する目的
2. 観光業におけるDXの代表的な事例

の紹介
3. ディスカッション（DXの個別事例の

紹介、トランスフォーメーションの姿）

研修の概要背景と目的

観光産業ではデジタル技術を活
用した労働力不足を補完する
業務の効率化、顧客体験の高
品質化が不可欠となっている
一方、調査結果によると観光産
業は全産業の中でもデジタル化
が最も遅れている

地域や各宿泊事業者でのDXを
推進し、コンテンツの創出、業務
の効率化・改善を実現するため、
以下を目的とした研修を実施

① DXとは何かを知り、何を目指
して、どこから考えていくかがわ
かる

② DXをやってみたくて仕方なく
なる



2-1-2. 採択地域（協議会等）の人材確保・育成にかかる必要経費の支払
※非公表



2-2. 自立・持続可能なノウハウの構築・横展開
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ノウハウの横展開

地域における人材確保・
育成のモデル
（2-2-1.）

地域の観光産業における
キャリアパス案
（2-2-2.）

展開するノウハウ

成果報告会
（2-2-3.）

展開方法

自立・持続可能なノウハウの構築の概要

4つの採択地域の取組及び事務局による伴走支援を通じ、他の地域及び宿泊事業者での人材の確保・育成を推進するため以下2つ
の観点でノウハウを取りまとめた。以降、外枠を付したスライドは、各地域及び宿泊事業者向けの下記①②についてのノウハウ集としても
活用できるよう取りまとめている。
① 地域における人材確保・育成のモデル

他の地域が人材確保・育成の取組を実施するにあたって必要となる個々のアクションや仕組みづくりに関するノウハウ
人材の確保・育成のための8つのアクションとサイクル型の仕組み構築について、今年度の採択地域のモデル事例を示す

② 地域の観光産業におけるキャリアパス案
過年度までの取組や関連する調査を踏まえ、今年度の採択地域においても共通課題であるキャリアパスの設計について、採択地域
へのヒアリングを通じて特定した課題の類型、キャリアパス案及び導入に向けたポイントを整理
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採択地域の取組・伴走支援

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋

キャリアパスに係る課題
過年度までの

取組

共通課題

※仕様書上、キャリアパス案の作成は、「人材確保・定着の取組の横展開」に記載されているが、本報告書の構成上、何についてのノウハウを構築するかを
2-2-1.及び2-2-2.で記載し、ノウハウをどのように横展開するかを2-2-3.で記載する。

関連調査



2-2-1. 地域における人材確保・育成のモデル
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ポイント及びモデル性導出のアプローチ

必要なアクション一覧

アクションの定義 モデル性の導出

各地域の実績と成果を、核となる取
組を中心としたサイクル型で整理
また、サイクル型の中での各取組の
相乗効果、事業全体をデザインする
上でのポイントを導出

ポイントの導出

実施
事項

成果物

観光産業における人材の確保・育
成に向けた一般的なアクションを詳
細化し、ポイントとともに定義

必要な人材像の定義
人材の確保
人材の育成

各地域の取組を左記のアクションに
分類するとともに、各アクション間の
関係性を整理
地域の取組を単発ではなく連動した
ものにするためのポイントとして、核と
なる取組の位置付けと他の取組へ
の波及効果を整理

仕組み化におけるポイント 各地域のモデル性

• 人材の確保・育成に向けた一般的なアクションを分類・定義することで、取組全体をデザインし推し進めていく際のポイントを導出した。
• 各地域の人材確保・育成に係る取組が互いに連動し、より効果的かつ持続可能なものとなるよう、その仕組み化におけるポイントを

導出した。
• 4地域の取組を、核となる取組を中心としてどのように連動し、効果的に相乗効果を実現しうる状態となっているのか、地域や宿泊事

業者の求める人材の確保・育成のモデルとして整理した。

PwC

人材の確保・育成に向けたポイント ①必要となる8つのアクション
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地域の目指す姿の策定

必要な人材像の特定

関心の醸成

入職意欲の醸成

採用活動

自己実現の機会の提供

働き方改革

学習機会の提供

地域全体として目指す姿（ビジョン）を策定する

目指す姿を実現するために、各宿泊事業者における経営戦略を踏まえて必
要な人材像を特定する

SNS等で、活躍する人材や地域の魅力を発信する

インターンシップなどを通じて、働く魅力を感じてもらう

必要な人材像に合う人材を採用する

学んだことを、旅館の業務や地域貢献・地域発展のための取組に活かし、
成長や成功の体験を積むことができる機会を提供する
短時間勤務、兼業・副業等の制度整備や、無駄な業務・残業の削減など、
働き方改革を行う

地域内の他の旅館等と連携しながら、教育・研修等によるインプットの機
会を提供する

定義

確保

育成

• 人材の活躍を実現するにあたっては、地域のビジョンの策定～働き方改革まで、大きく8つのアクションがポイントとなる。
• 各要素の上流のアクションは全体を俯瞰して考えられる地域（組合等）が、現場に近いアクションは個別の状況をよく知る各宿泊事

業者が主体となって取り組むなど、地域と宿泊事業者がチームとなって取組を進めていくことが重要である。

要素 アクション 概要 主体

地域

：主となって取り組むもの
：サポートとして取り組むもの凡例

宿泊
事業者

PwC

人材の確保・育成に向けたポイント ②サイクル型の仕組みの構築
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単発型 サイクル型

定義

確保

育成

必要な人材像が定
義されず、適切なター
ゲット選定及び情報
発信ができていない

研修や業務が受け身
になり、活躍する人
材が育たず、魅力あ
る好事例の発信がで
きない

他地域を単に模倣し
た制度や研修、会社
都合による業務分担
により、必要な人材が
育たない

定義した人材像から
ターゲットを明確化し、
ターゲットに合わせた
地域の魅力発信が
できている

必要な人材像の定
義に照らして研修や
業務の設計・提供が
できることから、効果
的に育成できる

活躍する人材が増え、
魅力的な人材や業
務の事例が生まれ、
更に人材が集まる

成果や現場感覚を
踏まえて、地域のビ
ジョンや必要な人材
像をより具体的に
バージョンアップでき
る

人材確保・育成の取組が単発的に実施され、
活躍する人材が生まれづらい

定義を決め、それに基づいて人材確保・育成に取り組むことで、
活躍する人材が持続的に生まれるサイクルが回る

• 人材確保・育成の取組により、活躍する人材を持続的に輩出できるような仕組みを構築することが重要である。
• 活躍する人材を持続的に輩出するためには、地域の目指す姿及びその実現のために必要な人材像を定義した上で、人材確保・育

成の取組を実施し、活躍する人材が新たに人を呼び込む、「サイクル型」の仕組みを回すことがポイントになるのではないか。

定義

確保

育成



PwC

人材の確保・育成に向けたポイント ①必要となる8つのアクション
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地域の目指す姿の策定

必要な人材像の特定

関心の醸成

入職意欲の醸成

採用活動

自己実現の機会の提供

働き方改革

学習機会の提供

地域全体として目指す姿（ビジョン）を策定する

目指す姿を実現するために、各宿泊事業者における経営戦略を踏まえて必
要な人材像を特定する

SNS等で、活躍する人材や地域の魅力を発信する

インターンシップなどを通じて、働く魅力を感じてもらう

必要な人材像に合う人材を採用する

学んだことを、旅館の業務や地域貢献・地域発展のための取組に活かし、
成長や成功の体験を積むことができる機会を提供する
短時間勤務、兼業・副業等の制度整備や、無駄な業務・残業の削減など、
働き方改革を行う

地域内の他の旅館等と連携しながら、教育・研修等によるインプットの機
会を提供する

定義

確保

育成

• 人材の活躍を実現するにあたっては、地域のビジョンの策定～働き方改革まで、大きく8つのアクションがポイントとなる。
• 各要素の上流のアクションは全体を俯瞰して考えられる地域（組合等）が、現場に近いアクションは個別の状況をよく知る各宿泊事

業者が主体となって取り組むなど、地域と宿泊事業者がチームとなって取組を進めていくことが重要である。

要素 アクション 概要 主体

地域

：主となって取り組むもの
：サポートとして取り組むもの凡例

宿泊
事業者
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人材の確保・育成に向けたポイント ②サイクル型の仕組みの構築
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単発型 サイクル型

定義

確保

育成

必要な人材像が定
義されず、適切なター
ゲット選定及び情報
発信ができていない

研修や業務が受け身
になり、活躍する人
材が育たず、魅力あ
る好事例の発信がで
きない

他地域を単に模倣し
た制度や研修、会社
都合による業務分担
により、必要な人材が
育たない

定義した人材像から
ターゲットを明確化し、
ターゲットに合わせた
地域の魅力発信が
できている

必要な人材像の定
義に照らして研修や
業務の設計・提供が
できることから、効果
的に育成できる

活躍する人材が増え、
魅力的な人材や業
務の事例が生まれ、
更に人材が集まる

成果や現場感覚を
踏まえて、地域のビ
ジョンや必要な人材
像をより具体的に
バージョンアップでき
る

人材確保・育成の取組が単発的に実施され、
活躍する人材が生まれづらい

定義を決め、それに基づいて人材確保・育成に取り組むことで、
活躍する人材が持続的に生まれるサイクルが回る

• 人材確保・育成の取組により、活躍する人材を持続的に輩出できるような仕組みを構築することが重要である。
• 活躍する人材を持続的に輩出するためには、地域の目指す姿及びその実現のために必要な人材像を定義した上で、人材確保・育

成の取組を実施し、活躍する人材が新たに人を呼び込む、「サイクル型」の仕組みを構築し、回していくことがポイントになる。

定義

確保

育成
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人材の確保・育成のモデル事例
【黒川温泉観光旅館協同組合】黒川塾を中心とした人材活躍サイクルモデル

31

『2030年ビジョン』
の策定

第2期黒川塾

経営者向け研修

活躍する人材等の
記事・動画の制作

受け入れ人材研修
・インターン

外部講師・専任ディレクターと組合の研修部が連携し、次世代リーダー候補に対し1年を通した研修を実施
自分自身のできることと課題をベースに、周りを巻き込み実践する「マイプロジェクト」等、自ら行動して活躍する人材を育成

インターン生を受け入れる人材（黒川塾
の卒業生）が魅力の伝え方を考え、イン
ターンから採用の流れを強化

黒川塾の卒業生や受講生が新しく
実施した魅力的なサービス等を記事
や動画で紹介

地域内での、能力があるが短時間しか働けない方
を対象にした勤務体制の整備

ビジョンに沿った人材の確保、確保のための取
組への投資の重要性への理解醸成

30の宿が団結しつつ、競いながら質を高める文化
を創出
「地域が人を育て人が宿を創る」を信条にした地域
を背負う人材育成の環境づくり
人材確保・育成の取組の成果や現場感覚を踏ま
えて、長期的にビジョンを具体化

黒川塾を中心とした人材活躍サイクルモデル

短時間勤務者の
採用・制度の整備

：核となる取組からのつながり凡例

定
義

確
保

育
成

黒川塾などの地域特性や課題を反映した独自の人材育成事業を展開し、自ら行動し活躍
する人材を生み出すことで、受け入れ体制を充実させつつ、次の人材を呼び込むことができる

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋

主な
ターゲット

☑新卒学生
☑女性
☐シニア
☑就職氷河期世代
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人材の確保・育成のモデル事例
【蓼科観光事業者向け「女性活躍」支援策事業化協議会】休日託児を通じた活躍女性とのつながり
を中心とした人材活躍サイクルモデル

32

休日託児による活躍する女性とのつながりを中心とした人材活躍サイクルモデル

定
義

確
保

育
成

休日の託児拠点を運営することで、観光産業で活躍する女性とのつながりが生まれ、そのつ
ながりを活かして、入職意欲を高める情報発信等を実施する

躍女広場

休日託児

地域と学びの
プログラム

「日本一女性が活躍する観光地域」を目指し、女性が安心して
働き続けられる文化を構築
人材確保・育成の取組の成果や現場感覚を踏まえて、長期的に
ビジョンを具体化

子ども目線の
魅力発信

意識調査

観光産業で活躍する女性
が自身の仕事に関するワー
クショップを実施し、観光産
業への入職希望者に働く
魅力を発信

観光産業で活躍する女性へ
のインタビューのリーフレット・ポ
スターを制作
市民館等に掲示し、地域の方
に働く女性の魅力を発信

子育て中の女性が休日も安心して働ける
よう、休日の託児拠点を運営
利用する親子とのつながりを活かして、観
光産業の魅力を発信する取組を実施

宿泊事業者の経営層・スタッフに対する女性
の労働環境に関する調査から、課題を特定し
打ち手を検討

託児拠点の子どもたちが、
宿泊事業者で働く両親へ
のインタビュー、動画制作を
行い、子ども目線で宿泊業
の魅力を発信

女性が働き続け
られる文化構築

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋

：核となる取組からのつながり凡例

主な
ターゲット

☐新卒学生
☑女性
☐シニア
☐就職氷河期世代



PwC

人材の確保・育成のモデル事例
【湯田川温泉観光協会】企画持ち込み型インターンを中心とした人材活躍サイクルモデル

33

企画持ち込み型インターンを中心とした人材活躍サイクルモデル

定
義

確
保

育
成

湯田川のファンをインターンとして採用し、自身の“得意”を持ち込んで地域で活躍してもらう
ことで、地域の魅力向上と次の人材確保につなげる

体験型研修

企画持ち込み型
インターン

専門人材の採用

HP・SNSでの
発信・交流

教育ビデオ作成

イベント

地域内兼業

HP・SNSでビジョンや旅館・人材紹介、イベントの様子を高頻度で発信
ライブ配信アプリでファンと地域の人材が対話できる機会を創出

湯田川の魅力に惹かれ
地域でやりたいことがあ
る方が兼業として携われ
る事業者とのマッチング
等のサポート

インターン生による研修や、地域の歴史・文化に
まつわる動画を制作
社員が魅力あるサービスを提供できるようにする
ための教育ビデオとして活用

ファンの関心が高い日本酒や
SDGsをテーマにした体験型研修
で、ファン目線でのサービス提供を
学ぶ

湯田川の魅力に惹かれた専門人
材をインターンイベントの運営サ
ポートで採用。実績を残したイン
ターン生は専門人材となり継続的
に地域の取組に従事

湯田川の魅力を生かしたイベントをインターン生が持ち込
み、企画・実行。イベントの様子はSNSでの発信や社員
向け研修に活用し、ファンづくり・人材育成に寄与

ビジョンの策定
SNSを中心にファンコミュニティを形成し、ファンが人材を呼び、
人材がファンを増やす温泉街を目指す
人材確保・育成の取組の成果や現場感覚を踏まえて、長
期的にビジョンを具体化

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋

：核となる取組からのつながり凡例

主な
ターゲット

☑新卒学生
☐女性
☐シニア
☑就職氷河期世代
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人材の確保・育成のモデル事例
【湯田中渋温泉郷人材開発協議会】教育プログラムを中心とした人材活躍サイクルモデル

34

教育プログラムを中心とした人材活躍サイクルモデル

定
義

確
保

育
成

旅館MBA支配人養成講座及びフォローアップによる教育プログラムを通して、管理職として
必要な知見の習得→実践→定着の機会を提供し、即戦力として活躍する人材を育てる

34

管理職登用やりたいこと
支援制度 HP・動画制作

教育講座の
実施観光系の学部を持つ大学

と連携して、旅館経営に必
要なことを包括的に学ぶこ
とができる「旅館MBA支配
人養成講座」を実施

教育プログラムの内容や当日の様子を記
事・動画で紹介

教授陣による
フォローアップ

プログラム修了者に対して
教授陣がフォローアップする
ことで知識が定着

必要な人材像
の特定

教育プログラムの受講者を中心に管理職に
登用。業務遂行にあたって追加で必要な知
見等があれば、教育プログラムを改善

経営者が経営に集中できるよう、実務を取り
仕切る管理職レベルの人材育成を目指す
人材確保・育成の取組の成果や現場感覚を
踏まえて、長期的にビジョンを具体化

やりたいことがある社員に対して、経験を積ま
せる機会を提供。業務遂行にあたって追加
で必要な知見等があれば、教育プログラムを
改善

黒川 蓼科 湯田川 湯田中渋

：核となる取組からのつながり凡例

主な
ターゲット

☑新卒学生
☑女性
☑シニア
☑就職氷河期世代



PwC

地域 取組
主なターゲット

新卒学生 女性 シニア 就職氷河期
世代*

黒川

第2期黒川塾 ✓ ✓ ✓

受け入れ人材研修・インターン ✓ ✓

経営者向け研修 ✓ ✓ ✓

活躍する人材等の記事・動画の制作 ✓

短時間勤務者の採用・制度の整備 ✓ ✓

蓼科

休日の託児拠点 ✓ ✓

躍女広場 ✓ ✓

地域と学びのプログラム ✓ ✓

子ども目線の魅力発信 ✓

経営者と従業員等への意識調査 ✓ ✓

湯田川

企画持ち込み型インターン ✓ ✓

HP・SNSでの発信・交流 ✓

専門人材の採用 ✓

教育ビデオの作成 ✓

地域内兼業 ✓

湯田中渋

旅館MBA支配人養成講座・フォローアップ ✓ ✓ ✓

管理職登用 ✓ ✓

やりたいこと支援制度 ✓ ✓

各地域の取組の主なターゲットの整理

• 各地域の取組を組み合わせることで、潜在労働力である、新卒学生・女性・シニア・就職氷河期世代等の確保・育成に取り組むこと
ができた。

35*いわゆる就職氷河期世代についての明確な定義は存在しないが、概ね1993（平成５）年～2004（平成
16）年に学校卒業期を迎えた者を指すことから、本報告書では、36歳～51歳を就職氷河期世代とする。



2-2-2. 地域の観光産業におけるキャリアパス案
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キャリアパス案作成の背景と目的

中小規模の旅館等を対象に、以下
を目的とする
• 宿泊事業者が自社の状況に応じ
たキャリアパスを構築することで、実
務人材層の定着を促す

• 多様なキャリアパスを用意することで、
従来の雇用関係だけではなく兼業・
副業による人材の確保につなげる

• キャリアパスを基にした実務人材層
の自己実現を通じ、地域における
観光産業の魅力を高める

キャリアパス案作成の目的先行研究等を踏まえた理解

人材の確保・育成は観光産業の重
要課題となっている
人材の定着と離職に関して、キャリア
パスの整備状況や教育制度はインパ
クトを与える要素のひとつである
企業では様々な取組を実施している
中、特に中小規模の旅館等ではキャ
リアパスについては取組が不十分であ
る可能性がある
実務人材層においては、今後のキャリ
アパスや観光分野で働き続けることへ
の不安を抱えている

「キャリアパス導入にあたってのポイン
ト」に則り、3つのキャリアパスモデルを
参考に、各地域や施設の実務人材
層のキャリア及び自己成長・自己実
現の場を設計する際の参考とすること
を想定
なお、キャリアパスの導入だけが離職
防止の対策ではなく、本事業の採択
地域の人材確保・育成に係るモデル
や個別の取組と組み合わせた、従業
員一人一人の想いや価値観に寄り
添ったキャリアの実現が重要である

キャリアパスの使用例

• 宿泊事業者、特に中小規模の旅館等では、キャリアパスに係る取組が不十分であり、実務人材層の確保・育成の構想が描けず人
材の確保・活躍を推進する上での課題となっている。また、中小規模の旅館等におけるキャリアパスについては現時点で実態があまり
明らかになっておらず、先行研究等の整理及び実態把握が必要であると考えられる。

• そのため、実務人材層の成長と自己実現を促すことを目的に、中小規模の旅館等におけるキャリア形成の実態を調査した上で、それ
らが参考にしうるキャリアパス案を作成するとともに、導入に向けたプロセス及び導入におけるポイントを整理した。
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先行調査・研究等の整理
①経営上の課題認識

出典: 独立行政法人 中小企業基盤整備機構経営支援情報センター，2017．『中小旅館業の経営実態調査』 第7巻，p.31

• 中小旅館業*においては、「従業員の確保・育成」は重要度の高い経営上の課題となっている。
* 中小旅館業：資本金5,000万円以下
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先行調査・研究等の整理
②定着・離職の構造

• 入職後の人材育成への取組や評価・褒賞制度、適切なポストへの登用、及びそれらを通じた成長実感等、キャリア形成に係る要素
が、従業員の定着・離職に影響を及ぼしている*。

* 出典の調査対象には、旅館（一般旅館及び高級旅館）とホテルが含まれることに留意が必要である

出典: 田村尚子，2019．「宿泊業従事者の就業意識─その特徴と課題」 『日本労働研究雑誌』 No.708，p.70
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先行調査・研究等の整理
③キャリア形成・人材育成に係る取組状況

• 研修や資格取得支援、キャリアマップの整備など、人材のキャリア形成に向けた施策については、「取り組みたいが取り組めない」と感じ
ている宿泊事業者が多く存在している。

出典: 独立行政法人 中小企業基盤整備機構経営支援情報センター，2017．『中小旅館業の経営実態調査』 第7巻，p.32
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先行調査・研究等の整理
④就職後に感じたギャップ

• 宿泊業に就職した後に感じたギャップとして、労働環境・給与・人間関係に続いて、教育・研修の少なさが挙げられており、キャリア形
成のための取組が十分でないと考えられる。

出典: 田村尚子，2019．「宿泊業従事者の就業意識─その特徴と課題」 『日本労働研究雑誌』 No.708，p.63
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先行調査・研究等の整理
⑤ホテル・旅館への就職動機

• ホテル・旅館での業務経験が将来のキャリアにつながる成長機会と捉えられていないことは、人材の流動化が進む昨今では人材の確
保を難しくする要因となりうる。

出典: 田村尚子，2019．「宿泊業従事者の就業意識─その特徴と課題」 『日本労働研究雑誌』 No.708，p.62
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先行調査・研究等の整理
⑥キャリアパスの事例（観光業におけるキャリアマップ）

• 観光業においては、業界内外を行き来する等、キャリア形成において多様なルートが存在する。

代表・役員

管理職

スタッフ

専門人材等

• ベルトラ株式会社（p.13）

• WAmazing株式会社（p.14）起業 起業して代表に
転職 他産業から観光業企業の代表・役員に

• 一般社団法人田辺市熊野
ツーリズムビューロー（p.8）

兼業* 複業・副業で観光業企業の代表・役員に

業界内キャリアアップ 複数の観光業企業を経てキャリアアップし代表・役員に
企業内キャリアアップ 1つの観光業企業内でキャリアアップして代表・役員に

転職 他産業から観光業企業の管理職に
兼業 複業・副業で観光業企業の管理職に

業界内キャリアアップ 複数の観光業企業を経てキャリア
アップし管理職に

企業内キャリアアップ 1つの観光業企業内でキャリアアッ
プして管理職に

• 公益財団法人ちば国際
コンベンションビューロー（p.9）

• 株式会社竹屋旅館（p.7）
• 株式会社ペニンシュラ東京（p.12）
• 株式会社L&Gグローバルビジネス（p.6）

• 株式会社ペニンシュラ東京（p.12）新卒 新卒で観光業企業に
転職 他産業から観光業企業に

• 学校法人日本女子大学（p.10）復職 子育て・学びなおし後、観光業企業に
兼業 複業・副業で観光業企業に

観光業企業内

観光業企業外
兼業・フリーランス 複業・副業やフリーランス等の形態

で、観光業企業に関与 • 株式会社パソナJOB HUB （p.11）

◆観光業におけるキャリアマップ◆

複業*：本業として営む仕事を複数抱えている状態のこと。この状態を「パラレルワーク」、複業をしている人を「パラレルワーカー」と呼ぶこともある。
副業*：メインになる本業が他にあることが前提で、サブ（補助）として行う仕事を抱えている状態のこと。
兼業*：同時に2つ以上の仕事を掛け持ちしている状態のこと。

（企業名が記載されているものは、本誌「3. 『観光×女性活躍』事例」に掲載されているシンポジウム登壇企業です。）

出典: 観光庁 『観光分野における女性活躍事例集』，p.4
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先行調査・研究等の整理
⑥キャリアパスの事例（大規模ホテルの事例-1）

資本金：5,000万円（グループ全体）
従業員数：330名（2015年3月時点）
客室：323室（2022年3月時点）

• 中小旅館業の中でも大規模なホテルでは、職階が多く設定され、グループホテルへの転籍や、本社スタッフとして活躍するキャリアが用
意されている例もある。

出典: 神戸メリケンパークオリエンタルホテル，「キャリアパス」（2022年3月16日確認）https://www.kobe-orientalhotel.co.jp/recruit/moh/career.php
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先行調査・研究等の整理
⑥キャリアパスの事例（旅館のキャリア形成モデル）

• 旅館内で接客や営業などの部署を行き来しながら、専門性を高めていくキャリアが一般的なモデルとして整理されている。

出典: 厚生労働省，2013，『旅館業の人材育成のために』 https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku/0000093820.pdf
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4地域への実態調査～キャリアパス案作成のアプローチ

事前アンケートシート

事前アンケート とりまとめ

旅館に必要な
人材像

キャリアパスの
現状

キャリア支援の
取組内容

(教育・研修等)

アンケート、ヒアリングの結果から、
共通の課題や取り組みをくくりだし、
他の宿泊事業者に導入が可能
なモデル、キャリアパス案として整
理する

ヒアリング

両輪

実施
事項

成果物

4地域に対して、以下の項目についてアン
ケートシートへの記載を依頼

旅館に必要な人材像
キャリアパスの現状
キャリア支援の取組内容
(教育・研修等)

以下の項目をヒアリング
キャリアパス設計の目的
工夫点、留意点
キャリアパスに係る課題とこれ
までの取組
残課題と今後の取組

事前アンケートシートへの補記 課題整理・キャリアパス案

課題 取組

一般化・モデル化

課題の
類型

キャリアパス
案

• キャリアパス案の作成に際しては、本事業の4つの実証地域における小規模旅館の事業者に、必要な人材像、キャリアパス及びキャリ
ア支援の取組の現状をシートに記入いただき、ヒアリングを通じて、人材確保・育成の課題をどのように解決しているかを把握した。

• 当該ヒアリング結果を踏まえ、共通の課題や取り組みをくくりだし、他の宿泊事業者に導入が可能なモデル、キャリアパス案として整理
した。
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ヒアリング対象

47

# 旅館・ホテル 地域 従業員規模 客室規模 客単価 資本金

1 A旅館 黒川 10～20人 10～20室 25,000円～
29,999円 500万円

2 B旅館 黒川 20～30人 10～20室 15,000円～
24,999円 500万円

3 C旅館 湯田川 30～40人 10～20室 20,000円～
24,999円 1,000万円

4 D旅館 湯田中渋 40～50人 30～40室 30,000円
以上 1,000万円

参考 Eホテル 蓼科 300～400人 200～300室 10,000円～
14,999円

5,000万円
以上

• 現状を深掘りするため、4地域における旅館・ホテルのうち、計4つの中小規模の旅館(*)に対して、人材活躍のための取組を実施す
る上での課題についてヒアリングを実施した。

* 比較対象として、1つの大規模ホテルにも参考でヒアリングを実施
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アンケート・ヒアリング結果

回答 回答者
旅館に必要な
人材像

旅館のビジョンに理解を持ち、お客様へのおもてなしで体現できる方 A
チームワークを意識し発揮してくれる方 A、B、D
主体的かつ自発的にスキルアップ・チャレンジする方、成長によって自分も幸せになれる方 A、D
ホスピタリティを有する方 B
地域の自然を生かしたサービスが提供できる方 B
宿泊業での仕事を通じて社会に貢献したいという気持ちを持っている方 D

キャリアパスの
現状

サブリーダーに上がる前に離職するケースが多い A
スタッフ・サブリーダーまではマルチタスクを前提としたキャリパス A、B、E
スタッフ・サブリーダーに加えセクションリーダーのポストが少ない“画鋲型”のキャリアパスになっている A、C
画一的なキャリアパス、評価制度ではなく、従業員のライフステージに合わせた働き方を実現 B
従業員一人一人に目配り・気配り・心配りをしたキャリア形成支援を実施 B
旅館の外（他の旅館、温泉協会等）での経験によって刺激を与え成長を促す C
リーダー層もプレイングマネージャーである C
中間層が不足していることで将来のイメージが持てず離職してしまう D
兼業・副業、派遣、季節間雇用など多様な雇用形態を用意 E

キャリア支援の
取組内容
(教育・研修等)

セクションリーダーに登用するタイミングで温泉協会が実施するリーダー向け研修を受講 A、B、E
業界外との交流型研修を実施 A、B
組織や制度ありきではなく、現在の従業員のキャリア形成の視点での各種サポートを実施 B
マイプロジェクト制度で、自己実現の場を提供 B
入職前のインターンによる双方の認識ギャップの解消（新卒・中途共に） D
経営計画手帳の勉強会、読み合せ、学びのシェア D
与えられるだけの研修ではなく、自主的に参加できる研修制度や風土の醸成 D

• 旅館に必要な人材像として、「ホスピタリティを有する方」に加え、「旅館のビジョンに理解を持ち、お客様へのおもてなしで体現できる
方」や「主体的かつ自発的にスキルアップ・チャレンジする方」、「宿泊業での仕事を通じて社会に貢献したいという気持ちを持っている
方」などが挙げられた。

• 一方、旅館のキャリアパスの現状として、旅館内だけでは「スタッフ・サブリーダーに加えセクションリーダーのポストが少ない「“画鋲型”の
キャリアパス」になっており、「サブリーダーに上がる前に離職するケースが多い」などの回答があった。

• 当該現状を踏まえたキャリア支援の取組として、旅館内だけでなく、「業界外との交流型研修」を実施することや、「自主的に参加でき
る研修制度」などを実施する例が見られた。
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キャリアの3類型

いまの職場の中で職階の階段を登っていく／専門性を深め
ていく
（例：リーダーやマネージャーになっていく、〇〇のプロとして経験を
深めていく）

3つのキャリア

いまの職場の中で、異なる職種を経験／協業していく
（例：現在は仲居だが一定期間〇〇を経験する、仲居の仕事を
続けながら、時間の2割は〇〇の業務も行う）

地域内外の関係団体の中で／と一緒に経験を積み、地
域への社会貢献や、地域の特色を生かした宿づくりに必要
なスキルや経験、幅広い視点を得る
（例：他の旅館や温泉協会、DMO等との人事交流やPJT協働）

①縦のキャリア

②横のキャリア

③斜めのキャリア

• 中小規模の旅館等では、メンバーのキャリア形成に係る取組が十分とはいえず、それが人材の確保・育成・活躍を推進する上でのひと
つの課題となっていることが捉えられた。

• 他方、職場内のみで多様な経験を提供したり、職種・職階を増やしたりしていくことは現実的でないケースも多い。
• 特に中小規模の旅館では、規模の制約から職階を増やすなど「縦」のキャリアパスを充実させていくのが難しいこともあり、職種や職場・

地域内外にとらわれない、「横」・「斜め」方向での柔軟なキャリア形成の取組を進めていくことが重要と考えられる。
• 観光産業においては、いわゆる正規社員に加え、多様な非正規社員の活躍も、事業者や地域の活性化に不可欠となっている。これ

らの考え方は雇用形態等によらず取り入れていくことができるとよいだろう。

1

旅館等

レストラン 農家
DMO

温泉組合

旅館

ホテル

2

3

職場内 地域内 地域外
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キャリアパス案 ①縦のキャリアモデル

50

職種等

接客 調理 営業・広報 経営・管理※ 副業・兼業人材

ポ
ジ
シ
ョ
ン

経営者/
管理職

リーダー

サブリーダー

スタッフ

入職前

スキルアップを目的とした研修

マネジメント研修

リーダー登用研修 / 試験
リーダー間の職務分掌の明文化

• 「縦」のキャリアを充実させていく際には、たとえば以下の方法が考えられる。
各職種で必要とされるスキルの向上を目的とした研修制度を導入し、スペシャリストを育成する。
複数人のリーダーや管理職を配置する場合は、リーダー間、スタッフ間の職務分掌を明文化し、タスク・役割の分散・適正化を図る。
職種×ポジションで必要となるスキルセットを明文化することで、正規社員だけではなく非正規社員、特に副業・兼業人材の活用
も促進する。

入職前インターンによる適正チェック

OJT

必
要
と
す
る
ス
キ
ル
の
明
文
化
・

副
業
人
材
の
活
用
・
副
業
人
材
に
よ
る
ス
キ
ル
研
修

※中小規模の旅館では、経営者が管理業務を担っているケースが多い
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職種等

接客 調理 営業・広報 経営・管理※ 旅館横断研修 外部研修

ポ
ジ
シ
ョ
ン

経営者/
管理職

リーダー

サブリーダー

スタッフ

キャリアパス案 ②横のキャリアモデル

51

• 「横」のキャリアを充実させていく際には、たとえば以下の方法が考えられる。
スタッフの時期からマルチタスクを前提にした業務配置・OJTでの人材育成を行う。他部署や外部研修で得た新たな知見や視点を、
業務改善・顧客満足度向上につながるサービス提供に活用するため、部署を横断したプロジェクトチームでの改善活動も導入する。
リーダー層も部署間の流動性を確保し、部署間連携、部署間ヘルプによる価値向上及び労働環境の改善を両立する。
マルチタスク化によりスキルが多様化するため、貢献を基にした評価制度により、自律的なスキル・マインドの向上を促進する。貢献
を基にした評価制度は、勤務時間等に制約のある非正規社員の評価にも活用することで、多様な人材の活躍につなげる。

マネジメント研修

マルチタスクでのOJT

貢献を基にした評価（部署間連携を促進）

異動公募制、部署間ヘルプによる流動性の確保

合同新人研修 外部新人研修

外部リーダー研修

外部リーダー研修合同リーダー研修

合同リーダー研修

プロジェクトチームでの改善活動

プロジェクトチームでの改善活動

※中小規模の旅館では、経営者が管理業務を担っているケースが多い
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職種等

接客 調理 営業・広報 経営・管理※ 人材交流 地域交流

ポ
ジ
シ
ョ
ン

経営者/
管理職

リーダー

サブリーダー

スタッフ

キャリアパス案 ③斜めのキャリアモデル

52

• 「斜め」のキャリアを充実させていく際には、たとえば以下の方法が考えられる。
昇進の前後等に外部出向の機会を提供し、宿泊事業者以外の視点での地域貢献のあり方を学ぶ機会を設ける。
ポジションが上がるごとに、関係者と協働での地域貢献の実践の機会を提供し、学びと実践を両輪で回す仕組みを構築する。
外部からの出向も受け入れ、他業種・他地域との人材交流による学びの機会を提供するとともに、多様な人材との協働のメリット
を体感し、受け入れのための体制の整備、風土の醸成にもつなげる。

地域貢献のキャリアイメージの明確化 他旅館との人材交流 地域交流会

地域交流会

まちづくり交流会自治体への出向

まちづくり交流会

DMOへの出向地域内プロジェクト（イベント、教育企画、情報発信等）への参加

産官学連携プロジェクトへの参加

地域経営の実践

※中小規模の旅館では、経営者が管理業務を担っているケースが多い
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キャリアパスの充実にあたってのポイント
• より多様な人材の活躍を実現するには、従業員一人ひとりに寄り添ったキャリアパスを設計することが重要である。
• キャリアパスや関連する諸制度は、人に合わせた柔軟な運用をベースに、徐々に仕組みとして構築していくことが肝要である。また、こ

れらの仕組みは作って終わり、ではなく、定期的に効果を検証して見直しのサイクルを回し、さらなる人材の活躍につなげる動きが重要
である。

意識変革
従業員のキャリア形成の必要性や、従業員の成
長や自己成長が施設の経営に与える影響を理
解し、行動に移す
業務変革
権限や業務の移譲、ICTの活用等による管理
業務の効率化や業務改革を継続し、人材の確
保・育成に充てる時間を確保する。契約書面や
管理帳票のフォーマットを整備することでの効率
化を図る
外部支援の有効活用
労務や法務等の専門家や国・自治体の支援を
積極的に活用する

雇用形態ごとのキャリアの形成
従来の正規社員以外の他、観光現場で重要な役割を担う非正規社員にもキャリアパスの
考え方を導入し、人材の確保・育成を図る。雇用形態により与えられる責任と権限には違
いがあることを理解したうえで、従業員一人一人との対話をもとにキャリア形成を支援する
兼業・副業人材の活用
今後、地域の担い手となりうる兼業・副業人材は、多様なマネジメント経験を有するため、
経験やスキル、特性に合わせた活用方法を検討する

従業員一人一人との対話
仕事に対する価値観やライフステージ、仕事を
通じて実現したい社会・地域への貢献をもとに、
地域内でのキャリア形成を摺り合わせする
人に合わせた制度設計
摺り合わせ内容から、従業員の成長を支援でき
るキャリアパスを検討、導入する
場合によっては、キャリアアップではなく現状維持
（例：育児中はワークライフバランスを重視）も
許容する

評価制度・報酬制度との連動
キャリアパスに合わせ、評価制度（評価項目・評価
基準、昇進の基準）報酬制度（職階ごとの報酬
）を連動させて整備する
柔軟な制度設計とモチベーション維持
中小規模の旅館では、企業全体での画一的な制
度・ルールの導入よりも、個々人の納得感やモチベ
ーションの維持・向上に資する制度を検討する

制度設計
人事制度の運用効率化、従業員へのロールモデルの提示を目的に、仕組み
として導入する。その際、複数のキャリアパスの併用（例：特定の職種のスペ
シャリストと地域横断・組織横断での事業プロデューサーの育成）も検討する
組織への浸透
一定以上の規模のある宿泊事業者では、経営者以外のリーダー層が制度を
運用できるよう、規定等のルールの整備やトレーニングを実施する

仕組みの効果検証・課題把握
従業員とは定期的な対話の機会を設け、経営者から評価・
フィードバックを提示するとともに、従業員からは仕組みに対す
る効果や課題をヒアリングする
仕組みの改善
従業員からのフィードバックをもとに、多様な人材の活用につ
なげるために継続的に仕組みの改善を図る

キャリアの
摺り合わせ

仕組みの
見直し

他の
制度との

連動
仕組み
づくり

経営者の
意識・業務変革

多様な
人材の活用



2-2-3. 人材確保・定着の取組の横展開
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成果報告会の実施
プログラム

• 本事業の成果や4地域の取組等から構築したノウハウを、地域の人材確保・育成等の担い手に展開するため、DMOや観光協会、
宿泊事業者等の経営層や人事等へ周知を行い、オンラインで成果報告会を開催した。

• 成果報告会は、単に地域実証の実績を周知するだけに留まらず、それらの取組の意味付けやモデル化を行い他地域にも取り込まれ
やすい状態で情報を発信した。また、次年度以降の取組展開の足掛かりとするため、聴講者と実証事業者のネットワーキングを実施
した。

55

実施概要 プログラム

開催日時：2021年3月2日（水）14時～16時
開催方法：オンライン＋アーカイブ動画の配信
申込者数：127名
聴講者数：78名
主なターゲット：地域のDMOや観光協会等、各観
光業組織の経営層、人事等
主な周知先：観光庁、過年度事業者、日本観光
振興協会等

プログラム 発表者 概要 時間

観光庁挨拶 観光庁 事業の趣旨、今後の取組展
開に向けての期待 5分

地域における人材確
保・育成のポイント 事務局

地域実証にて得られた成果・
課題、地域における人材確
保・育成モデルの総括、キャリア
パス事例の紹介

10分

地域実証成果報告 実証事業者 各実証の成果・課題、今後に
向けた取組展開の発表

80分
（各20分）

実証地域とのネット
ワーキング（任意） - 4地域と参加者の情報交換会

（ブレイクアウトセッション） 25分

計 120分
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成果報告会の実施
（参考）開催案内チラシ

56
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成果報告会の実施
①事前アンケート結果：申込者の属性（3月1日時点 ※以降同様）

57

• 成果報告会申込者の属性は、「観光業関係者」が76.5%で最も多く、次いで、「その他の立場の方」（観光業以外の業界で働い
ている方や、大学生等）が20.0%、「これから観光産業で働きたいと考えている方」が3.5%であった。

• 観光業関係者の方が所属する団体は、「旅館」が25.0%で最も多く、次いで、「DMO」が22.7%、「ホテル」が14.8%であった。

申込者の属性（n=115） うち、観光業関係者の所属団体種別（n=88）

76.5%

20.0%

3.5%

観光業関係者の方

その他のお立場の方

これから観光産業で働
きたいと考えている方

25.0%

22.7%

14.8%

13.6%

11.4%

3.4%
2.3% 2.3%

2.3% 1.1% 1.1%
旅館
DMO
ホテル
観光関係事業者
観光協会
自治体
旅館・ホテル以外の宿泊施設
労働組合
官公庁
温泉組合
大学・学校
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成果報告会の実施
①事前アンケート結果：参加目的

58

• 成果報告会への参加目的は、「実務人材の育成に係る取組を知りたい」が66.1%で最も多く、次いで、「実務人材の確保に係る取
組を知りたい」が60.0％、「実証地域の取組でどのような成果が出たのかを知りたい」が47.0%であった。

※その他の回答例：
• 観光産業と地域づくり(関係性づくり・共創)について知りたい
• 現実的で継続性のある資金源の確保について知りたい

参加目的【複数回答可】（n=115、単位【人】）

3

4

19

19

25

38

54

69

76

0 20 40 60 80

その他

実証地域との協業を検討している

観光産業でどのような活躍の場があるのかを知りたい

観光産業でどのようなキャリアを歩めるのかを知りたい

観光産業でどのような働き方ができるのかを知りたい

観光産業においてどのように潜在労働力の確保に取り組んでいるかを知りたい

実証地域の取組でどのような成果が出たのかを知りたい

観光産業における実務人材の確保に係る取組を知りたい

観光産業における実務人材の育成に係る取組を知りたい （66.1%）

（60.0%）

（47.0%）

（33.0%）

（21.7%）

（16.5%）

（16.5%）

（2.6%）

（3.5%）
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成果報告会の実施
①事前アンケート結果：（観光業関係者の方）所属組織又は地域における人材確保・育成に関する課題
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• 観光業関係者の方の所属組織又は地域における人材確保・育成に関する課題は、「組織/地域として目指す姿が明確になっていな
い」が40.9%で最も多く、次いで、「目指す姿に到達するための経営戦略が明確になっていない」及び「経営戦略に基づく必要な人
材像が明確になっていない」がそれぞれ36.3%であった。

参加目的【複数回答可】（n=115、単位【人】）

※その他の回答例：
• 行政の人材不足や専門人材雇用に関する理解不足
• 離島のため人材確保や人材交流が困難
• 適切な人材の確保

3
21

19
26

16
20

18
14

32
32

36

0 5 10 15 20 25 30 35 40

その他
働きやすい職場環境を整備できていない

観光産業で働く人材に自己実現の機会を提供できていない
観光産業で働く人材に学びの機会を提供できていない

観光産業で働く人材と、今後のキャリアについて話し合えていない
採用活動でのマッチングが上手くいっていない

観光産業への入職意欲を醸成することができていない
就職候補者等に、観光産業に対する関心を持ってもらえていない

経営戦略に基づく必要な人材像が明確になっていない
目指す姿に到達するための経営戦略が明確になっていない

組織/地域として目指す姿が明確になっていない （40.9%）
（36.3%）
（36.3%）

（15.9%）
（20.5%）

（22.7%）
（18.2%）

（29.5%）
（21.6%）

（23.9%）
（3.4%）
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成果報告会の実施
②当日の聴講者の属性及び年齢

• 成果報告会聴講者*の属性は、「観光業関係者の方」（DMOや観光協会、旅館等で働く方）が80.4%で最も多く、次いで、「そ
の他の立場の方」（観光業以外の業界で働いている方や、大学生等）が15.7%であった。

• 聴講者の年齢は、「40代」及び「50代」が27.5%で最も多く、次いで、「30代」が19.6%であった。
*聴講者78名のうち、氏名の確認ができた51名につき記載（以下同様）

60

聴講者の属性（n=51） 聴講者の年齢（n=51）

80.4%

15.7%

3.9%

観光業関係者の方

その他のお立場の方

これから観光産業で働き
たいと考えている方

9.8%

19.6%

27.5%

27.5%

15.7%
20代

30代

40代

50代

60代以上
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成果報告会の実施
②聴講者の性別

• 聴講者の性別は、「男性」が72.5%、 「女性」が27.5%であった。

61

聴講者の性別（n=51）

72.5%

27.5%

男性

女性
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成果報告会の実施
②聴講者のうち観光業関係者の方の所属団体の種別及び所属部署

• 聴講者のうち観光業関係者の所属団体は、「DMO」が24.4%で最も多く、次いで、「旅館」が22.0%であった。
• 聴講者のうち観光業関係者の所属部署は、「経営企画部門」が22.0%で最も多く、次いで、「営業部門」が19.5%であった。
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観光業関係者の方の所属団体の種別（n=41） 観光業関係者の方の所属部署（n=41）

※その他の回答：
• 開発・サポート室
• DMO推進
• 観光企画

24.4%

22.0%

14.6%

12.2%

9.8%

4.9%

4.9%
2.4% 2.4% 2.4% DMO

旅館

観光関係事業者

ホテル

観光協会

自治体

労働組合

官公庁

大学・学校

旅館・ホテル以外の宿泊施設

22.0%

19.5%

14.6%

14.6%

12.2%

7.3%

4.9%
2.4% 2.4%

経営企画部門
営業部門
その他
広報部門
総務部門
接客部門
人事・労務部門
教務部門
経営者
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成果報告会の実施
②聴講者のうち観光業関係者の方の役職

• 聴講者のうち観光業関係者の方の役職は、「マネージャー/課長クラス」が24.4%で最も多く、次いで、「シニアマネージャー/部長クラ
ス」が22.0%であった。
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観光業関係者の方の役職（n=41）

※その他の回答例：
• 講師

24.4%

22.0%

14.6%

9.8%

9.8%

7.3%

9.8%

2.4%

マネージャー/課長クラス

シニアマネージャー/部長クラス

スタッフ/係員クラス

リーダー/係長クラス

経営者

サブマネージャー/補佐クラス

役員クラス

その他
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成果報告会の実施
③事後アンケート結果：プログラム満足度及びその理由（3月14日時点 ※以降同様）

• 成果報告会のプログラムの満足度は、「大変満足」または「満足」が、計91.2%であり、その理由として、「観光に携わる人材育成の
事例共有によって、取り組むべき方向性の切り口が見えたため」などのコメントが挙げられた。
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プログラムの満足度（n=34） 満足度の回答の理由（n=34）

※回答のうち、主なコメントを、事務局にて文体等一部修正の上記載

14.7%

76.5%

5.9%
0.0% 2.9%

大変参考になった

参考になった

あまり参考にならなかった

まったく参考にならなかった

どちらともいえない

# 主なコメント

1 観光に携わる人材育成の事例共有によって、取り組むべき方向性
の切り口が見えたため

2 自分たちの規模感などを考えた上で、真似できること、参考にできる
ことなどがわかったため

3 今後の課題となることへの働きかけや、どのようなメンバーと取り組ん
でいくかが見えてきたため

4 各地域の観光産業における人材育成の課題と、具体的な取組に
ついて知ることができたため

5 人材活躍を実現するためのアクションについてのポイントが分かりやす
かったため
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3（8.8％）

10（29.4％）

4（11.8％）

8（23.5％）

4（11.8％）

2（5.9％）

7（20.6％）

11（32.4％）

10（29.4％）

0 5 10 15

その他

働きやすい職場環境を整備するための取組のイメージができた

ご所属の組織の人材に提供する自己実現の機会のイメージができた

ご所属の組織の人材に提供する学びの機会のイメージができた

採用活動でのマッチングを上手く行うための取組のイメージができた

就職候補者等に入職意欲を持ってもらうための取組のイメージができた

就職候補者等に関心を持ってもらうための取組のイメージができた

目指す姿の実現のために必要となる人材像のイメージができた

地域として目指す姿のイメージができた

成果報告会の実施
③事後アンケート結果：成果報告会に参加したことで取り組むイメージを持つことができたもの

• 成果報告会に参加したことで取り組むイメージを持つことができたものは、「目指す姿の実現のために必要となる人材像のイメージ」が
32.4%で最も多く、次いで、「地域として目指す姿のイメージ」及び「働きやすい職場環境を整備するための取組のイメージ」が
29.4%であった。

65

成果報告会に参加したことで取り組むイメージを持つことができたもの【複数回答可】（n=34、単位【人】）

※その他の回答例：
• 事例が事業推進の参考となった
• 事案の内容自体は興味深かったですが資金源や回収策がわからないので自社で取り組むのは難しいと感じた
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成果報告会の実施
③事後アンケート結果：必要と思われる支援及び望ましい支援のあり方

• 観光産業における人材確保・育成の取組を実施する上で必要と思われる支援は、「学習機会の提供にかかるサポート」が47.1%で
最も多く、次いで、「地域の目指す姿の策定にかかるサポート」が35.3%であった。

• その際、望ましい支援のあり方は、「各領域において知見を有する各種専門家の派遣」が33.3%で最も多く、次いで、「研修の開
催」が30.3%であった。
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必要と思われる支援（n=34、単位【人】） 望ましい支援のあり方（n=34、単位【人】）

1（3％）

3（9.1％）

8（24.2％）

10（30.3％）

11（33.3％）

0 5 10 15

その他

今回の4地域の関係者など、事業実践者の派遣

セミナーの開催

研修の開催

各領域において知見を有する各種専門家の派遣

※その他の回答：
• 専門人材登用や人材育成についての行政の意識改革にかかるサポート

※その他の回答：
• 助成

1（2.9％）

10（29.4％）

9（26.5％）

16（47.1％）

6（17.6％）

7（20.6％）

10（29.4％）

11（32.4％）

12（35.3％）

0 10 20

その他

働き方改革にかかるサポート

自己実現の機会の提供にかかるサポート

学習機会の提供にかかるサポート

採用活動にかかるサポート

就職候補者等の入職意欲の醸成にかかるサポート

就職候補者等の観光産業もしくは自身
の組織への関心の醸成にかかるサポート

必要な人材像の特定にかかるサポート

地域の目指す姿の策定にかかるサポート



2-3. 観光産業の潜在労働力の確保・定着における課題解決に資する検討会の実施
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検討会の目的・実施概要

• 本年度実証地域の取組の成果を最大化するための助言及び本年度実証地域の取組のノウハウを横展開する方策についての助言
を得るため、「観光産業の潜在労働力の確保・定着における課題解決に資する検討会」を3回実施した。

• 各回において得た助言や各種関連情報を踏まえ、本事業の成果物である地域における人材確保・育成のモデル及び観光産業にお
けるキャリアパス案をとりまとめた。
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開催形式

オンライン

第3回
検討会

実施概要 他業務との関連性

第１回
検討会

第2回
検討会

会議体 時期

2021年
11月22日

2021年
12月15日

2022年
2月16日

主な議事

• 本事業の位置づけの説明
• 本事業及び検討会の趣旨説明
• 4地域からの取組発表
• 4地域の取組に対する意見交換

• 委員の活動や提供サービス等の紹介
• 女性活躍の取組に係る進捗・活動内
容の紹介

• 本事業で得たノウハウ（各地域のモデル
及び観光産業のキャリアパス案）及びそ
の横展開の方策に係る方針説明

• ノウハウの構築・横展開に係る意見交換

• 第1回・第2回の検討会を踏まえた、ノウ
ハウの構築・横展開の方策についての事
務局説明

• ノウハウの構築・横展開の方策に係る意
見交換

地域
実証
PMO

成果
報告会
開催

取組
支援

成果
抽出

成果
まとめ

ゴール

各地域の取組の概
要を理解いただき、
創意工夫のアドバ
イスをいただく

ノウハウの構築・横
展開に係る方針に
ついて意見をいただ
く

ノウハウの構築・横
展開の方策につい
て最終提言をいた
だく

モデル
及び

キャリア
パス案
のとりま

とめ

※仕様書においては、「観光産業における女性活躍推進に向けた検討会」も別途実施することとされていたが、女性も重要な観光産業の実務人材であることから、
観光庁と協議の上、「観光産業の潜在労働力の確保・定着における課題解決に資する検討会」に集約し、ここで女性活躍推進の話題についても扱うこととした。
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検討会委員

• 観光産業における実務人材層の確保・育成等について、多角的な観点から助言を得るため、アカデミアや観光関連事業者・団体、
観光事業者等への支援を行う有識者を委員として招聘し、検討会を実施した。

69

座長 氏名
（五十音順、敬称略） 所属団体・役職

岩本 裕美 （公社）日本観光振興協会 観光地域づくり・人材育成部門審議役
（観光地域づくり・人材育成部門 観光地域マネジメント担当）

加藤 遼 （株）パソナJOB HUB 事業開発部長 兼 ソーシャルイノベーション部長

櫻田 あすか サービス・ツーリズム産業労働組合連合会 副会長

田瀬 和夫 SDGパートナーズ（有） 代表取締役 CEO

永岡 里菜 （株）おてつたび 代表取締役CEO

道越 万由子 （株）ビヨンド 代表取締役

森下 晶美 東洋大学 国際観光学部国際観光学科 教授

○ 矢ケ崎 紀子 東京女子大学 現代教養学部国際社会学科コミュニティ構想専攻 教授

山本 綾子 （株）日本旅行 公務法人営業部部長 兼 LADY JATA委員長
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観光産業における女性活躍推進の状況

• 観光産業における女性活躍推進については、COVID-19の影響による停滞感がありながらも、本事業の取組等を通じて着実に前
に進んでいる。過年度までにとりまとめられた、観光産業における女性活躍推進に係る各ステークホルダーに期待される役割の図に照
らすと、本年度は4地域の実証事業を通じて、以下赤字部分の取組が精力的に進められたところである。
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女性人材

官

観光分野の
企業

民

• 求職者の観光分野への関心を喚起

• 就業機会拡大の周知活動、マッチング機会創出
• 観光分野の多様な仕事とその現実の姿、活躍機会、キャリアパスの見え

る化
• 観光産業や地域づくりにおける女性活躍施策の啓蒙活動
• リカレント教育実施校と観光産業のマッチング、復職支援セミナー等
• 観光分野が市場から効果的に人材確保するための方策を検討
• 地域づくりの実践的な専門人材講座への女性の積極的な参画

• 求職者の観光分野への関心を喚起
• 観光分野が市場から効果的に人材確保するための方策を検討
• 観光分野の経営層のためのダイバーシティ＆インクルージョン研修実施
• 次世代管理職層等の女性へのスキル・リーダーシップ研修
• 成長を促すホットジョブの機会の付与

• 表彰制度に女性活躍部門創設（取組の表彰）
• 生産性向上施策との連動、企業経営へのプラス効果の見える化
• 時差出勤やリモートワーク等柔軟な働き方、マネジメント改革の

事例展開
• 育休取得促進（男女とも）と復帰サポートの事例展開
• ESG投資における女性活躍評価を踏まえた各企業の取組推進
• 観光分野の経営層のためのダイバーシティ＆インクルージョン研修

実施
• 次世代管理職層等の女性へのスキル・リーダーシップ研修
• 成長を促すホットジョブの機会の付与
• 現場で働く女性と経営層・リーダー層の意識調査

• 地域行政の委員会等に女将の
会、女性経営者等の参画

• 女性同士のネットワーキング機会
の拡充

• 特に宿泊業における、日曜・祝祭日の子供の預け先確保
• 観光産業での厚生労働省「えるぼし認定」等の活用推進
• 雇用対策、ICT活用支援対策等厚生労働省や経済産業省等各種支

援メニューの積極的活用育

育

知

知

知

知

育

整

整

育

各省庁等

公的キャリア形成支援

大学

民間人材
サービス会社・研修会社等

観光分野業界団体

経済団体、産業振興団体

育知凡例 ：「知らせる」に関する役割期待 ：「整える」に関する役割期待整 ：「育てる・引き上げる」に関する役割期待

赤字下線：本年度の4地域の取組により追加されたもの赤字：本年度の4地域の取組と関連のあるもの

出所：令和2年度「観光分野における女性活躍推進に向けた検討会」.第4回検討会資料を基に作成

各ステークホルダーに期待される役割



3. まとめ



PwC

3-1. 本事業の総括
成果及び他地域展開時のポイント（1/2）

72

• 地域実証の取組を経て得られた成果及びそれらの示唆を踏まえた他地域展開に際してのポイントを8つのアクションに照らして整理し
た。

地域の目指
す姿の策定

必要な人材
像の特定

関心の醸成

入職意欲の
醸成

採用活動

アクション 今年度の成果

活躍する人材を持続的に輩出するためには、地域の目指す姿やそれを実現す
るために必要な人材像の「定義」が重要である【全地域共通】
定義に沿った人材を「確保」、「育成」し、活躍する人材が次の人材を呼び込
む、サイクル型の仕組みを構築する必要がある【全地域共通】

地域や宿泊事業者が定義した求める人材像に沿った取組を行うことが重要で
ある【全地域共通】

• 入職希望者の家族の視点から仕事の魅力や暮らし方について情報発信を行
うことは、地域の魅力の理解促進に効果的である【蓼科】

• メディアに取り上げられる可能性が高いイベントに意識的に参加して取組を周
知することは、今までリーチできなかった層の関心醸成に効果的である【蓼科】

• 地域による情報発信に加え、Live配信等で社員と地域のファンが直接対話を
しながらファンコミュニティを形成し、ファンからの口コミが広がることも効果的であ
る【湯田川】

• 地域や宿泊事業者と入職希望者の認識齟齬を減らし、かつ入職後の特性を
捉えるためには、インターン等の短期的な入職体験の機会が効果的である【黒
川・湯田川・湯田中渋】

• その地域で働くロールモデルを人材を紹介することで、より具体的な活躍のイ
メージを持ち、自身の価値観と合う入職先の選定につながる【黒川】

• 地域外の専門人材を呼び込むためには、短期的にその地域での働き方を体
験し、かつ地域の人材が専門人材と触れ合いスキルを学ぶ場づくりが効果的で
ある【湯田川】

他地域展開に際してのポイント

地域の目指す姿やそれを実現する人材
像の定義は地域での合意形成に時間
を要することも多いため、他の取組と並
行して検証・見直しを行いつつ、定義を
より具体化していくことが望ましい
必要な人材像を特定し実際に人材採
用に入っていく段においては、既存の社
員の能力把握も正しく行うことが欠かせ
ない

求める人材へのアプローチの中心である
SNSやHPでの情報発信をより効果的
に推進するためには、PDCAサイクルによ
る仮説検証を繰り返し、改善を継続す
ることが重要である
観光産業で働くことが、「観光客にサー
ビスを提供する」ことに加え、「観光客や
関係者とともにまちづくりに関与する」こと
や、「地域の課題を解決する」ことまで広
がりを見せている点は、求人時の訴求ポ
イントになりうる

要素

定
義

確
保
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学習機会の
提供

自己実現の
機会の提供

働き方改革

アクション 今年度の成果

• 学びの場を提供する際には、地域の目指す姿や必要な人材像の定義に沿っ
たプログラムを設計し、単に知識をインプットする場だけでなく、従業員の体験や
活躍の場の提供までをセットで検討することと、他地域の知見を伝える外部人
材の活用が重要となる【黒川・湯田川・湯田中渋】

• 学んだことを活かして活躍する場の提供方法として、「マイプロジェクト」の実践
は有効であった【黒川】

• 切磋琢磨しながら学び合う地域の仲間とのつながりが、学習のモチベーションや
成長意欲の向上に効果的であった【黒川】

• 研修終了後も、社員が自発的に行動し、成長し続けられるためには、宿泊事
業者の経営者等が研修内容や意義を理解し、社員が学んだことを実践できる
場や挑戦の機会を提供することが有効であった【黒川】

• 企画持ち込み型で、インターン生が社員向けの研修を行うことで、インターン生
の自己実現と社員の学習機会の確保の両立を図ることができた【湯田川】

• 研修等で学んだことや前職の経験を活かせるポジションでリーダーや管理職に
登用することにより、適切な難易度でリーダー経験を積ませることができた【湯田
中渋】

• 宿泊業で働きながら、他業界等でやりたいことができる兼業・副業制度を整備
することで、社員の自己実現やエンゲージメントの向上に資する環境整備を開
始することができた【湯田川、湯田中渋】

• 短時間勤務の導入に際しては、Howtoの理解に加え、経営者がなぜそれを
行うのか腹落ちすることが不可欠である【黒川】

• 女性労働力の確保・育成においては託児が大きな課題になっており、休日託
児を軸とした取組モデルが一定の成果を得た【蓼科】

• 部署ごとの忙しさに応じて社員がヘルプに入るマルチタスクが、業務の効率化に
つながっている【黒川】

他地域展開に際してのポイント

流行りのテーマについて単発で研修を行
うのではなく、地域の目指す姿や必要な
人材像との関係や、地域にどのような
インパクトを与えたいかという全体観を
持ってプログラムを設計することが重要で
ある
研修参加者だけでなく宿泊事業者の経
営者にも研修の意義を説明し、研修終
了後のサポートを担ってもらうことが、社
員の持続的な成長にとって重要である
近年は仕事にやりがいや社会貢献、成
長の機会を求める傾向が高まりを見せ
ており、入職者に対しても多様な業務
経験や地域への貢献の機会を提供する
ことが重要となる
中小規模の宿泊事業者では職種・職
階を増やすことは現実的でないケースも
多く、職種や職場・地域内外にとらわれ
ない、「横」・「斜め」方向での柔軟なキャ
リア形成の取組を進めていくことが重要と
なる
働き方改革の推進においては、なぜその
取組が必要なのか、その取組がどのよう
に必要な人材の確保～活躍につながる
のかを言語化し、経営レベルでの意思
決定を行うことが重要となる
施策の実行を支える諸制度の整備・改
訂については、適宜専門家の支援を提
供することも一案である

要素

育
成

3-1. 本事業の総括
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• 前頁までにまとめた「他地域展開に際してのポイント」を踏まえ取組を展開し、着実に実行していくに際しては、各地域の取組を技術
面・マインド面・コミュニケーション面等の多方面から支える「伴走者」の存在が重要であると考える。

• 「伴走者」に必要な要素は、主に以下の3点であると考えられる。これらの要素をもつ人材同士が連携し、地域の取組の企画～実践、
その後のPDCAまで、一気通貫で側面支援をしていくことがポイントとなる。先述の「8つのアクション」に照らし、これらの人材が地域をど
のように支援しうるかを整理したのが下図である。

• なお、この「伴走者」は、まずは地域の中で探すことが肝要である。地域内にすでにある様々なリソースを組み合わせ、これらの要素を
充足できないかの検討が第一歩目となる。その後、必要に応じて地域外からの助けを得ることもありうるだろう。

取組全体を
デザイン

できる人材

地域のリアル
をよく知る

人材

各種専門性
を持ち技術
的な助言が
できる人材

さまざまな地域の取組事例を知って
おり、その地域にマッチした事例や情
報を提供できる人材
プロジェクトのつくり方、まわし方に精
通している人材

地域内のステークホルダーそれぞれの
立場や考え方、動き方について知識
があり、地域内での意思決定がどの
ように行われるかに精通している人材
自身も地域内での合意形成の調整
役になったことがあり、その難しさ等の
リアルを体験したことのある人材

人材確保に係るマーケティングや人
材育成の手法について精通している
人材
評価や報酬、兼業・副業、短時間
勤務等の各種制度設計など、働き
方改革に資する知見を有する人材

合意形成支援

目指す姿の設定・
現状把握支援

参考情報提供

有識者等のネットワークの紹介

合意形成支援

マーケティング
手法等の助言

伴
走
者
の
人
物
像

×

×

地域の目指す
姿の策定

必要な人材像
の特定 関心の醸成 入職意欲の

醸成 採用活動 学習機会の
提供

自己実現の
機会の提供 働き方改革

計画策定支援

PDCA支援

教育・研修等のコンテンツ作成 他業界等の
事例紹介

PDCA支援

産官学のキーマンと
の連携支援

3-2. 今後に向けて

人材確保・育成に際しての地域の8つのアクション


